
＊下線部分が変更箇所

いすみ市

新市建設計画変更     新旧対照表





頁

5

変更後 現行

1        



2        

頁

6 （３）人口・世帯 （３）人口・世帯

　本地域における2015（H27）年の人口は38,594人です。人口は年々減少しており、
少子・高齢化の進行が著しくなっています。
  また、2015（H27）年の世帯数について見ると、合計14,849世帯であり、世帯数につ
いては増加していますが、核家族化に伴う小規模化が進行しています。

現行

　本地域における2020（R２）年の人口は35,544人です。人口は年々減少しており、少
子・高齢化の進行が著しくなっています。
  また、2020（R２）年の世帯数について見ると、合計14,484世帯であり、世帯数が減
少に転じました。

変更後



頁

6

7

変更後 現行

3        



4        

頁

8 （４）産業構造 （４）産業構造

　本地域は、古来より豊かな自然の中で農林水産業が営まれてきました。2020（R２）
年の本地域の産業構造を見ると、第1次産業が1,205人（7.7％）、第2次産業が3,721
人（23.8％）、第3次産業が10,735人（68.5％）となっています。産業構造の比率につい
ては大きな変動はありませんが、高齢化と対応して、就業者数が減少する傾向にあ
ります。特に、第１次、第２次産業従事者数の減少が進んでいます。

　本地域は、古来より豊かな自然の中で農林水産業が営まれてきました。2015
（H27）年の本地域の産業構造を見ると、第1次産業が1,426人（8.6％）、第2次産業が
4,128人（24.8％）、第3次産業が11,092人（66.6％）となっています。産業構造の比率
については大きな変動はありませんが、高齢化と対応して、就業者数が減少する傾
向にあります。特に、第２次、第３次産業従事者数の減少率が大きくなっています。

変更後 現行



頁

9 入込客数の多かった主な観光施設等　　　　 入込客数の多かった主な観光施設等　　　　

現行変更後

 

いすみ市 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

港の朝市(１０万人) 港の朝市(１０万人) ゴルフ客(６万人) 

大原はだか祭り(９万人) 大原はだか祭り(１０万人) サーフィン (６万人) 

ゴルフ客(６万人) ゴルフ客(６万人) 太東崎灯台 (５万人) 

いすみ市 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

大原はだか祭り(７万人) 港の朝市(９万人) 港の朝市(１０万人) 

ゴルフ客(６万人) 大原はだか祭り(８万人) 大原はだか祭り(９万人) 

太東埼灯台(４万人) ゴルフ客(６万人) ゴルフ客(６万人) 

 

5        



6        

頁

11 （１）人　　口 （１）人　　口

③就業人口 ③就業人口

（２）　世　帯  （２）　世　帯

.

 

　世帯については、核家族化の進行により、2015（Ｈ27）年には14,849世帯まで増加
しましたが、2020（Ｒ2）に14,484世帯と減少に転じ、その後徐々に減少していくことが
予測されます。
　また、１世帯当たりの人員は、2030（Ｒ12）年には2.2人まで、減少すると予測されま
す。

変更後 現行

　就業人口については、総人口の減少傾向と同様に、減少傾向が続くと見込まれま
す。このうち第１次産業就業者は、年々減少し、2030（Ｒ12）年には786人（5.9％）に、
第２次産業就業者も、製造業の減少見込みから、2030（Ｒ12）年には2,535人で就業
者に占める構成比で19.3％程度になると予測されます。
　第３次産業就業者は、職種の多様化や第１次産業、第２次産業からの移行があ
り、2030（Ｒ12）年には9,813人で、就業者の74.7％に及ぶものと予測されます。

　就業人口については、総人口の減少傾向と同様に、減少傾向が続くと見込まれま
す。このうち第１次産業就業者は、年々減少し、2030（Ｒ12）年には872人（6.9％）に、
第２次産業就業者も、製造業の減少見込みから、2030（Ｒ12）年には2,881人で就業
者に占める構成比で22.8％程度になると予測されます。
　第３次産業就業者は、職種の多様化により、2030（Ｒ12）年には8,882人で、就業者
の70.3％に及ぶものと予測されます。

　世帯については、核家族化の進行により、2025（Ｒ７）年には15,313世帯まで増加
し、その後徐々に減少していくことが予測されます。
　また、１世帯当たりの人員は、2030（Ｒ12）年には2.0人まで、減少すると予想されま
す。



頁

12

変更後 現行
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       8

頁

17 （４）防災対策の推進 （４）防災対策の推進

津波避難道路の整備

  防災行政無線の統一により、情報伝達の地域格差を解消するとともに、応急
資器材・備蓄物資の拡充、緊急時の物資輸送経路や避難経路の整備等、施設
面の対策を進めます。また、津波浸水想定区域の避難対策として、津波避難道
路、津波避難施設の整備を促進します。
  さらに、住民等による自主防災組織の育成、防災訓練の実施、地域防災計画
の策定と広報、津波・洪水ハザードマップの作成・配布やこれらを通じた防災意
識の向上等のソフト面を強化し防災対策を推進します。

津波避難道路の整備

（市）

津波避難施設の整備

（市）

主要事業概要

津波避難道路の整備

津波避難施設の整備
　 築山
　 津波避難タワー

（市）

事業名（事業主体）

防災行政無線の整備

変更後

津波避難施設の整備
　　 津波避難タワー
避難所の整備
　　地域マイクログリッド

（市）

（市）

現行

事業名（事業主体） 主要事業概要

防災行政無線の統一

  防災行政無線の統一及び更改により、情報伝達の多様化に対応するとともに、
応急資器材・備蓄物資の拡充、緊急時の物資輸送経路や避難経路の整備等、
施設面の対策を進めます。また、津波浸水想定区域の避難対策として、津波避
難道路、津波避難施設の整備を促進します。
  さらに、住民等による自主防災組織の育成、防災訓練の実施、地域防災計画
の策定と広報、津波・洪水ハザードマップの作成・配布やこれらを通じた防災意
識の向上等のソフト面を強化し防災対策を推進します。

避難施設の整備

（市）
防災行政無線の統一及び更改

防災行政無線の整備

津波避難道路の整備



頁 変更後 現行

19 （９）生活環境の整備 （９）生活環境の整備

ごみ処理施設の整備

（市）

いすみクリーンセンター改修
いすみクリーンセンター不燃物処理施設の建設
いすみクリーンセンター及び大原クリーンセンター
旧焼却施設、不燃物処理施設の解体

し尿処理施設の整備 し尿処理施設の整備

（市・組合）

ゴミ処理施設の整備

し尿処理施設の整備

上水道の整備
配水池の耐震化
導水管・送水管・配水管の耐震化
浄水場の改修

（市・組合）

（市）

　ごみ処理については、高度な処理体制を目指し、広域的な一般廃棄物処理
施設の建設を計画・推進します。また、ごみ収集体制の強化、処理の効率化
及び事務の合理化を進めるとともに、ごみの減量化と再利用の必要性につい
ての意識の高揚を図り、分別収集の徹底、リサイクルの促進等に努めます。

事業名（事業主体） 主要事業概要

　ごみ処理については、広域的な一般廃棄物処理施設の建設計画が見込めな
いことから、既存施設の延命化と施設の集約化を図るため、いすみクリーンセン
ターに不燃物処理施設の建設を計画します。また、ごみ収集体制の強化、処理
の効率化及び事務の合理化を進めるとともに、ごみの減量化と再利用の必要性
についての意識の高揚を図り、分別収集の徹底、リサイクルの促進等に努めま
す。

火葬場の整備

上水道の整備

火葬場の整備
火葬場の整備

（市）

ごみ処理施設の整備

（市・組合）

し尿処理施設の整備

火葬場の整備

上水道の整備
配水池の耐震化
導水管・送水管・配水管の耐震化
浄水場の改修

（市）

（市）

上水道の整備

事業名（事業主体） 主要事業概要
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頁 変更後 現行

22 （１）農林業の振興 （１）農林業の振興

主要事業概要

県営ほ場整備事業
　　　作田・能実・北中村・荻原地区
　　　新田野地区
　　　榎沢・夷隅川1期・桑田・部田地区
基盤整備促進事業
　　　夷隅中部土地改良区
　　　新田野地区
かんがい排水整備事業
　　　松丸川・夷隅中部土地改良区
　　　夷隅川土地改良区
ため池等整備事業
　　　高崎・姉ケ谷・陽定・越畑台地区
　　　大寺・本地堂・荒籠・南谷・大谷・前地区
　　　岩熊・椎木地区
農地基盤整備事業対策田園自然環境保全整備
　　　万木東地区
農村振興総合整備事業
　　　椎木・和泉地区
県営湛水防除事業
　　　和泉地区
農産物加工場・６次産業化施設整備事業
　　　夷隅川１期地区
農村環境改善センターの改修
ほ場整備後の農道舗装事業など

事業名（事業主体）

  林業については、適切な保育と間伐、林道等の生産基盤の整備を進めると
ともに、国土保全・自然環境保護や観光・リゾートとの連携の観点から、森林
の計画的な管理やレクリエーション機能の整備等を図ります。

事業名（事業主体）

県営ほ場整備事業
　　　作田・能実・北中村・荻原地区
　　　新田野地区
　　　榎沢・夷隅川1期・桑田地区
基盤整備促進事業
　　　夷隅中部土地改良区
　　　新田野地区
かんがい排水整備事業
　　　松丸川・夷隅中部土地改良区
　　　夷隅川土地改良区
ため池等整備事業
　　　高崎・姉ケ谷・陽定・越畑台地区
　　　大寺・本地堂・荒籠・南谷・大谷・前地区
　　　岩熊・椎木地区
農地基盤整備事業対策田園自然環境保全整備
　　　万木東地区
農村振興総合整備事業
　　　椎木・和泉地区
県営湛水防除事業
　　　和泉地区
農産物加工場・６次産業化施設整備事業
　　　夷隅川１期地区
農村環境改善センターの改修
ほ場整備後の農道舗装事業など

農業基盤の整備
　　　　　　　　　（県・市・組合）

  林業については、適切な保育と間伐、林道等の生産基盤の整備を進めるととも
に、国土保全・自然環境保護や観光・リゾートとの連携の観点から、森林の計画
的な管理やレクリエーション機能の整備等を図ります。
  農村の活動の拠点については、農村の健全な発展と市民の交流を促進するた
め、農村環境改善センターを改修して施設機能の向上を図ります。

農業基盤の整備
　　　　　　　　　（県・市・組合）

主要事業概要



頁 変更後 現行

23

（２）水産業の振興 （２）水産業の振興

グリーンツーリズムの推進
　　夷隅ビジターセンター
　　岬ビジターセンター＊

グリーンツーリズムの推進グリーンツーリズムの推進 グリーンツーリズムの推進
　　夷隅ビジターセンター
　　岬ビジターセンター＊（県・市・民）

林道整備事業
　堀越・大蔵谷・佐室新田・明正・日在・高谷
　山田・大塚堀・行司畑・正立寺・長谷・柿和田
　札曽大月原・荒木根・大口谷・牛ヶ谷・中滝

林業基盤の整備

（市・組合・民）

（県・市・民）

（県・市・協議会）

鳥獣被害防止総合対策事業
捕獲有害鳥獣処理施設の整備

有害鳥獣対策の推進

林業基盤の整備

（市・組合・民）

林道整備事業
　佐室新田・明正・日在・高谷・山田・大塚堀
　行司畑・正立寺・柿和田・札曽大月原・荒木根
　大口谷・牛ヶ谷

　　太東漁港、大原漁港

　　太東漁港、大原漁港

　　太東漁港、大原漁港

漁港の整備

（県・市）

事業名（事業主体） 主要事業概要

特定漁港維持浚渫事業

　　太東漁港

漁港整備

　　大原漁港

漁港漁場機能高度化事業（国庫補助・県営）

　　太東漁港

捕獲有害鳥獣処理施設の整備

事業名（事業主体） 主要事業概要

漁港の整備

（県・市）

有害鳥獣対策の推進

（県・市・協議会）

特定漁港浚渫事業

漁港整備事業

水産基盤ストックマネジメント（国庫補助・県営）
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頁 変更後 現行

25 （１）学校教育の充実 （１）学校教育の充実

（２）生涯学習の推進 （２）生涯学習の推進

（市）

主要事業概要

図書館の整備
公民館など社会教育施設の改修・統合
　　　岬公民館の改修

図書館の整備
公民館など社会教育施設の改修・統合
　　　大原文化センター、公民館の改修

小中学校屋内運動場耐震補強

事業名（事業主体） 主要事業概要

生涯学習施設の整備

（市）

事業名（事業主体）

生涯学習施設の整備

　また、図書蔵書管理システムを導入するとともにネットワーク化することにより、
蔵書の貸し出しや返却など利用者の利便性の向上を図るとともに、既存施設の
閲覧場所の充実を図ります。
　さらに、市民から要望が寄せられている市立図書館の設置に努めます。

　基礎的な学力を身につけ、豊かな人間性と柔軟な創造性を備えた人づくりを行
うため、学校と家庭や地域社会との連携をより一層図るとともに、学校施設の計
画的な改修及び学校遊具や外構等の整備、ＩＣＴを活用した教育の充実、外国語
指導助手の招致等、安全安心で快適な学校教育環境の整備に努めます。また、
特別支援教育については、児童生徒の障害の種類や程度、適性等に応じた特
別支援教育体制の整備・充実に努めます。

事業名（事業主体） 主要事業概要

小中学校舎耐震補強

学校教育施設の整備 大原中学校体育館裏、武道館裏及びＮＴＴ側

（市） 斜面の整備

大原中学校武道場の整備

学校教育施設の整備 学校教育施設の整備－複合施設－

（市） 　　　岬中

夷隅地域統合小学校

給食センターの整備

など小中学校の整備

情報教育のための基盤整備

給食センターの整備

学校教育施設の整備－複合施設－

　　　岬中

夷隅地域統合小学校

小中学校の整備

情報教育のための環境整備

　また、図書蔵書管理システムを導入するとともにネットワーク化することにより、
蔵書の貸し出しや返却など利用者の利便性の向上を図るとともに、既存施設の
閲覧場所の充実を図ります。
  さらに、市民から要望が寄せられている市立図書館の整備に併せ大原文化セ
ンターの改修に努めます。

　 基礎的な学力を身につけ、豊かな人間性と柔軟な創造性を備えた人づくりを
行うため、学校と家庭や地域社会との連携をより一層図るとともに、学校施設の
計画的な改修及び学校遊具や外構等の整備、パソコン教育の充実、外国語指
導助手の招致等学校教育環境の整備に努めます。また、特別支援教育につい
ては、児童生徒の障害の種類や程度、適性等に応じた特別支援教育体制の整
備・充実に努めます。

事業名（事業主体） 主要事業概要

小中学校舎耐震補強

小中学校屋内運動場耐震補強



頁 変更後 現行

26 (５）スポーツ・レクリエーションの推進

28 （２）地域交通網の整備 （２）地域交通網の整備

市道の整備
　　　０１０１号線
　　　０１０４号線
　　　０１０５号線
　　　大多喜町アクセス道路～０１０６号線
　　　０１０９号線
　　　０２０７号線
　　　２２６１号線
　　　１０７９号線
　　　２２４４号線
　　　２３８９号線
　　　０１２０号線
　　　０１２１号線
　　　０１０２号線
　　　０１１４号線
　　　５２０４号線外１線
　　　山田・御宿線
　　　０１４０号線
　　　０１３３号・音羽橋
　　　０１３４号線
　　　０１３３号線
　　　７２７３号線
　　　８０５０号線
　　　８３７５号線
　　　都市計画道路大原駅前線
　　　橋梁長寿命化修繕計画による橋梁整備
　　　 トンネル長寿命化修繕計画によるトンネル
整備
などその他市道の整備

市道の整備
　　　０１０１号線
　　　０１０４号線
　　　０１０５号線
　　　大多喜町アクセス道路～０１０６号線
　　　０１０９号線
　　　０２０７号線
　　　２２６１号線
　　　１０７９号線
　　　２２４４号線
　　　２３８９号線
　　　０１２０号線
　　　０１２１号線
　　　０１０２号線
　　　０１１４号線
　　　５２０４号線外１線
　　　山田・御宿線
　　　０１４０号線
　　　０１３３号・音羽橋
　　　０１３４号線
　　　０１３３号線
　　　７２７３号線
　　　８０５０号線
　　　８３７５号線
　　　都市計画道路大原駅前線
　　　橋梁長寿命化修繕計画による橋梁整備
　　　トンネル長寿命化修繕計画によるトンネル整
備
などその他市道の整備

事業名（事業主体） 事業名（事業主体）

駅周辺の整備
　　　太東・長者町・三門駅

駅周辺の整備
　　　太東・長者町・三門駅

主要事業概要

いすみ鉄道に対する財政支援の促進
（県・市・民）

いすみ鉄道の支援

地域公共バスの整備 駅周辺の整備

（市）

社会体育施設の整備 大原グラウンド陸上競技場の改修
武道館の整備

車両の更新
（市）

  地域内を広域的に循環運行する市民バスを検討し、発着所などの施設整備と
ともに、地域住民や観光客等の利便性の向上を図ります。

事業名（事業主体） 主要事業概要

主要事業概要

  地域内を広域的に循環運行する市民バスは、より利便性の高い接続可能な交
通網整備を形成するとともに、地域住民や観光客等の利便性の向上を図りま
す。

市道の整備

（市）

いすみ鉄道の支援

（市）

（県・市・民）

駅周辺の整備

（市）

市道の整備

（市）

いすみ鉄道に対する財政支援の促進
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頁 変更後 現行

29 （４）地域情報化の推進 （４）地域情報化の推進

市道の整備
　　　０１０１号線
　　　０１０４号線
　　　０１０５号線
　　　大多喜町アクセス道路～０１０６号線
　　　０１０９号線
　　　０２０７号線
　　　２２６１号線
　　　１０７９号線
　　　２２４４号線
　　　２３８９号線
　　　０１２０号線
　　　０１２１号線
　　　０１０２号線
　　　０１１４号線
　　　５２０４号線外１線
　　　山田・御宿線
　　　０１４０号線
　　　０１３３号・音羽橋
　　　０１３４号線
　　　０１３３号線
　　　７２７３号線
　　　８０５０号線
　　　８３７５号線
　　　都市計画道路大原駅前線
　　　橋梁長寿命化修繕計画による橋梁整備
　　　 トンネル長寿命化修繕計画によるトンネル
整備
などその他市道の整備

市道の整備
　　　０１０１号線
　　　０１０４号線
　　　０１０５号線
　　　大多喜町アクセス道路～０１０６号線
　　　０１０９号線
　　　０２０７号線
　　　２２６１号線
　　　１０７９号線
　　　２２４４号線
　　　２３８９号線
　　　０１２０号線
　　　０１２１号線
　　　０１０２号線
　　　０１１４号線
　　　５２０４号線外１線
　　　山田・御宿線
　　　０１４０号線
　　　０１３３号・音羽橋
　　　０１３４号線
　　　０１３３号線
　　　７２７３号線
　　　８０５０号線
　　　８３７５号線
　　　都市計画道路大原駅前線
　　　橋梁長寿命化修繕計画による橋梁整備
　　　トンネル長寿命化修繕計画によるトンネル整
備
などその他市道の整備

情報通信基盤の整備 地上デジタル放送難視聴対策事業
共聴施設の更新（市）

  地域情報ネットワークの基盤整備を促進し、産業活動の活性化や住民生活の
利便性の向上を図るとともに、教育、医療・福祉、行政等の様々な公共分野にお
けるＩＴ技術の活用、住民や観光客等のニーズに即した行政や観光情報の提供
等（公共施設等の情報端末整備）を推進します。また、学校教育や生涯教育の
場でパソコン教育等を充実し、情報化に対応できる人材の育成・強化を図りま
す。

  地域情報ネットワークの基盤整備を促進し、産業活動の活性化や住民生活の
利便性の向上を図るとともに、教育、医療・福祉、行政等の様々な公共分野にお
けるＩＴ技術の活用や、リモート会議等の活用に対応するためのネットワークの整
備、住民や観光客等のニーズに即した行政や観光情報の提供等（公共施設等
の情報端末整備）を推進します。また、学校教育や生涯教育の場でパソコン教育
等を充実し、情報化に対応できる人材の育成・強化を図ります。
  さらに、情報通信基盤の整備として、地上デジタル放送の難視聴地域対策の推
進を図ります。

事業名（事業主体） 主要事業概要



頁 変更後 現行

30 （１）行財政運営の効率化・高度化 （１）行財政運営の効率化・高度化

学校、保育所、文化会館（文化センター）など
（市）

事業名（事業主体） 主要事業概要

本庁、支所の整備
（市）

施設の統合
（市）

本庁、支所の整備
岬庁舎の移転及び取壊し
夷隅庁舎の移転及び取壊し
など

学校、保育所、文化会館（文化センター）など

本庁、支所の整備
本庁、支所の整備
岬庁舎の移転及び取壊し
夷隅庁舎の改修・移転
など

（市）

施設の統合

主要事業概要事業名（事業主体）
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頁

34 １．.財政計画の基本的考え方 １．.財政計画の基本的考え方

変更後 現行

　
　財政計画は、健全な財政運営を行うことを基本に、建設計画の実施に必要な経費を
反映させるとともに、合併による歳出の削減効果、国県による財政支援を勘案し、新
市の普通会計の歳入・歳出の項目ごとに、令和３年度までは決算額とし、令和４年度
から新市建設計画の最終年度の令和７年度までの４年間は、決算見込額で作成しま
した。

　
　財政計画は、健全な財政運営を行うことを基本に、建設計画の実施に必要な経費を
反映させるとともに、合併による歳出の削減効果、国県による財政支援を勘案し、新
市の普通会計の歳入・歳出の項目ごとに、令和２年度から新市建設計画の最終年度
令和７年度までの６年間の決算見込額で作成しました。



頁

36

　

変更後 現行

３．財政計画

【歳入】 （単位：百万円）

区分 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

地 方 税 3,672 4,087 4,167 4,089 3,914 3,988 3,941 3,899 3,943 3,855

交 付 金 等 1,431 1,022 944 902 886 798 706 762 778 1,072

地 方 交 付 税 5,079 4,790 4,844 5,071 5,548 5,919 5,990 6,133 6,103 6,295

国 県 支 出 金 1,598 1,906 2,168 3,835 2,527 2,568 3,147 2,883 2,855 2,820

地 方 債 891 954 1,132 2,742 3,415 2,193 1,986 1,381 2,458 1,032

そ の 他 2,092 2,148 2,009 1,978 2,039 2,332 2,203 2,233 1,889 1,618

歳 入 計 14,763 14,907 15,264 18,617 18,329 17,798 17,973 17,291 18,026 16,692

区分 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07

地 方 税 3,834 3,880 3,818 3,820 3,880 3,799 3,873 3,779 3,711 3,620

交 付 金 等 976 1,041 1,085 1,138 1,199 1,349 1,273 1,275 1,277 1,280

地 方 交 付 税 6,320 6,144 5,945 6,153 6,132 6,589 6,136 5,865 5,906 6,014

国 県 支 出 金 2,890 2,888 2,955 2,664 7,682 4,287 3,496 3,052 2,813 2,812

地 方 債 891 1,337 1,786 1,540 1,658 1,379 885 953 1,259 3,253

そ の 他 1,745 1,924 2,609 2,455 2,517 2,484 2,819 2,938 2,738 2,678

歳 入 計 16,656 17,214 18,198 17,770 23,068 19,887 18,482 17,862 17,704 19,657

【歳出】 （単位：百万円）

区分 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

人 件 費 3,685 3,687 3,592 3,458 3,378 3,291 3,192 3,077 3,094 3,039

公 債 費 1,671 1,757 1,535 1,398 1,459 1,605 1,683 1,749 1,865 1,973

普通建設事業費 1,302 1,304 1,590 3,117 2,529 2,741 2,818 2,018 2,795 741

物 件 費 1,795 1,851 1,789 1,860 1,870 1,955 1,990 2,206 2,323 2,333

扶 助 費 1,196 1,246 1,341 1,410 1,791 1,945 2,021 2,061 2,192 2,242

補 助 費 2,384 2,462 2,687 3,323 2,855 2,870 2,890 2,825 2,820 2,662

繰 出 金 1,365 1,423 1,399 1,445 1,476 1,566 1,586 1,638 1,706 1,739

そ の 他 711 580 585 1,671 2,041 909 832 828 392 989

歳 出 計 14,109 14,310 14,518 17,682 17,399 16,882 17,012 16,402 17,187 15,718

区分 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07

人 件 費 2,950 2,945 2,996 2,993 3,308 3,339 3,643 3,615 3,509 3,460

公 債 費 2,013 1,916 1,854 1,854 1,815 1,803 1,823 1,801 1,756 1,773

普通建設事業費 913 1,483 2,785 1,879 2,065 1,656 1,795 1,848 1,891 3,835

物 件 費 2,341 2,488 2,584 2,731 2,869 2,761 2,679 2,651 2,600 2,600

扶 助 費 2,585 2,346 2,325 2,384 2,494 3,342 2,477 2,521 2,568 2,635

補 助 費 2,677 2,717 2,760 2,572 7,071 3,206 3,099 2,637 2,642 2,574

繰 出 金 1,771 1,741 1,718 1,692 1,681 1,712 1,724 1,736 1,749 1,761

そ の 他 782 485 236 573 707 781 392 393 388 388

歳 出 計 16,032 16,121 17,258 16,678 22,010 18,600 17,632 17,202 17,103 19,026
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